
創発的研究推進業務勘定



（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 190,652,068,807

未収収益 23,784,626

未収金 9,981,418

賞与引当金見返(注) 21,540,366

流動資産合計 190,707,375,217

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

工具器具備品 4,995,046

減価償却累計額 △ 409,840 4,585,206

有形固定資産合計 4,585,206

固定資産合計 4,585,206

資産合計

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

貸　　借　　対　　照　　表
（令和６年３月31日）

創発的研究推進業務勘定

190,711,960,423



負債の部

Ⅰ　流動負債

預り補助金等(注) 43,092,221,106

未払金 332,698

未払費用 365,959,778

預り金 4,964,654

引当金

賞与引当金 21,540,366

　　　流動負債合計 43,485,018,602

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返補助金等(注) 4,585,206

長期預り補助金等(注) 147,222,356,615

　　　　固定負債合計 147,226,941,821

負債合計

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 0

　　　　資本金合計 0

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 0

その他行政コスト累計額(注) 0

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益 0

（うち当期総利益 0 ）

利益剰余金合計 0

　純資産合計

負債・純資産合計

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

190,711,960,423

0

0

190,711,960,423



Ⅰ 損益計算書上の費用

業務費 29,439,914,156

一般管理費 313,055,308

　損益計算書上の費用合計 29,752,969,464

Ⅱ その他行政コスト 0

Ⅲ 行政コスト 29,752,969,464

行政コスト計算書

（単位：円）

（令和５年４月１日～令和６年３月31日）
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（単位：円）

経常費用

業務費

人件費 499,784,389

研究委託費 6,776,387,485

業務委託費 448,800

支払リース料 5,338,719

賃借料 74,752,674

通信運搬費 5,761,983

旅費交通費 13,191,063

消耗品費 12,855,783

諸謝金 84,161,189

役務費 112,976,549

減価償却費 409,840

賞与引当金繰入 21,540,366

助成金 21,831,123,484

その他の業務経費 1,181,832 29,439,914,156

一般管理費

水道光熱費 1,780,626

役務費 311,274,682 313,055,308

　　経常費用合計 29,752,969,464

経常収益

補助金等収益(注) 28,473,970,794

資産見返補助金等戻入(注) 409,840

賞与引当金見返に係る収益(注) 21,540,366

財務収益

受取利息 26,280,672 26,280,672

雑益 1,230,767,792

経常収益合計 29,752,969,464

経常利益 0

税引前当期純利益 0

当期純利益 0

当期総利益 0

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

創発的研究推進業務勘定

損　　益　　計　　算　　書
（令和５年４月１日～令和６年３月31日）



創発的研究推進業務勘定 （単位：円)

うち当期
総利益

当期期首残高 0 0 0 0 0 － 0 0

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

当期変動額合計 - - - - - - - -

当期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0

その他行政
コスト累計額

利益剰余金
合計

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金

純資産合計
資本金合計

資本剰余金
合計

当期未処分
利益資本剰余金



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動に伴う人件費支出 △ 515,057,485

業務活動に伴うその他経費支出 △ 28,905,691,336

一般管理活動に伴うその他経費支出 △ 243,443,442

補助金等収入 75,580,603,000

その他の収入 1,230,947,792

　　　小　　計 47,147,358,529

利息の受取額 16,115,756

業務活動によるキャッシュ・フロー 47,163,474,285

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 113,600,000,000

定期預金の払戻による収入 83,200,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 4,995,046

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 30,404,995,046

Ⅲ 資金増加額 16,758,479,239

Ⅳ 資金期首残高 29,193,589,568

Ⅴ 資金期末残高 45,952,068,807

キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

（単位：円）創発的研究推進業務勘定



（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額

積立金 0

0

創発的研究推進業務勘定

利益の処分に関する書類



注　記　事　項

Ⅰ．重要な会計方針

１ ．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用している。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりである。

工具器具備品　５～10年

２ ．引当金の計上基準

 賞与引当金

３ ．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

Ⅱ．重要な債務負担行為

重要な債務負担行為は、3,912,119,642円である。

Ⅲ．重要な後発事象

　該当なし

Ⅳ．

１ ．行政コスト計算書関係

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 円

自己収入等 円

円

職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負

担すべき金額を計上している。

職員の賞与については、翌事業年度に創発的研究推進基金補助金により財

源措置がなされるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上して

いる。

当事業年度より、改訂後の「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会

計基準注解』」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及

び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）

（以下、独立行政法人会計基準等という）のうち、収益認識に係る改訂内容を適

用して、財務諸表等を作成している。

29,752,969,464

△1,257,048,464

28,495,921,000独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト

固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に開示するた
めに必要な会計情報



２ ．キャッシュ・フロー計算書関係

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

定期預金 円

資金期末残高 円

（２）重要な非資金取引

該当なし

３ ．金融商品の時価等について

（１）金融商品の状況に関する事項

（２）金融商品の時価等に関する事項

４ ．固有の表示科目について

 助成金

創発的研究推進業務勘定においては、独立行政法人通則法第47条の規定

等に基づき、預金等に限定した運用を行っている。

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記

を省略している。

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成20年法律第63号）第27

条の2に基づく特定公募型研究開発業務として、創発的研究推進基金の活用により

実施する機構法第23条第1項第6号に掲げる業務に係る助成額

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手元現金、随時引き出し可能

な預金からなっている。

△ 144,700,000,000

45,952,068,807

190,652,068,807



附　属　明　細　書

創発的研究推進業務勘定

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）
　　及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

（注）　固定資産の当期増減額の主な内容は、次のとおりである。
・長期性預金

満期が1年以内となったことによる減 円

0-                 - -                 

-                 0投資その他の資産 長期性預金 36,100,000,000 0 36,100,000,000 0 -                 

計 36,100,000,000 0 36,100,000,000 0

- -                 

-                 

36,100,000,000

有形固定資産合計 工具器具備品 0 4,995,046 0

409,840 0

0 4,585,206

計 0 4,995,046 0 4,995,046 409,840

409,840 409,840 04,995,046

4,585,2060

0 4,585,206409,840 0409,840 (減価償却費) 計 0 4,995,046 0 4,995,046

409,840 0 0 4,585,206有形固定資産 工具器具備品 0 4,995,046 0 4,995,046 409,840

差引当期末残高 摘　　要
当 期 償 却 額 当 期 減 損 額

減損損失累計額資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 減価償却累計額



２ ．引当金の明細
賞与引当金の明細

（単位：円）

３ ．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
（１）補助金等の明細

（単位：円）

（２）長期預り補助金等の明細
（単位：円）

４ ．役員及び職員の給与の明細

（注）１．職員給与基準の概要

　　　　　国立研究開発法人科学技術振興機構職員給与規程に基づき支給。

　　　２．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載。

　　　３．損益計算書の人件費には、上記給与の他に法定福利費等が含まれる。

　　　　　（法定福利費等：66,883千円）

　　　４．（　）は、非常勤の職員に対するもので、外数である。

　　　５．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しないことがある。
　　

５ ．開示すべきセグメント情報

　　セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略している。

６ ．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

（単位：円）

７ ．重要な債務負担行為の明細
（単位：円）

No

1 令和5年度委託研究契約（248件）

2 令和4年度委託研究契約（212件）

3 令和3年度委託研究契約（16件）

期首残高
当 期
増 加 額

期末残高 摘要

00 0

0 0

40,164,398,264

賞 与 引 当 金 18,868,318 21,540,366 18,868,318 0 21,540,366

目 的 使 用 そ の 他
区  分

摘要
収益計上

左の会計処理内訳

預り補助金等

当 期 減 少 額

長期預り
補助金等

区  分 当 期 交 付 額

創 発 的 研 究 推 進
基 金 補 助 金

75,580,603,000

資本剰余金
建設仮勘定

見返補助金等
資産見返
補助金等

35,416,204,736 0

0

147,222,356,615

合 計 190,652,068,807

普 通 預 金 45,952,068,807

定 期 預 金 144,700,000,000

内 訳 金 額

合 計
(89,686) (31) (-)

当期減少額 期末残高 摘要

40,164,398,264計 75,580,603,000 0

35,416,204,736

支給人員（人）

(-)

362,082 49 - -

支給額（千円） 支給人員（人） 支給額（千円）

(-)

147,222,356,615

0
創 発 的 研 究 推 進
基 金 補 助 金

362,082 -

111,806,151,879 35,416,204,736

-

35,416,204,736

区  分 期首残高

職 員
(89,686) (31) (-)

計

当期増加額

0

49

区　分
報　酬　又　は　給　与 退 　職 　手 　当

111,806,151,879

内 容 ( 件 数 ) 契約額 うち翌期以降支払額

5,861,993,800 1,764,981,400

484,632,200 48,717,242

合  　計　(　　476件　　) 11,036,186,200 3,912,119,642

4,689,560,200 2,098,421,000
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